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一般会計歳出
185億9,336万円

【歳入】 前年度比％
市税 36 億 6,437 万円 △ 0.9
地方譲与税 2億 6,955 万円 4.7
地方消費税交付金 6億 1,940 万円 60.1
地方交付税 62 億 5,632 万円 △ 1.0
分担金及び負担金 1億　716 万円 △ 29.1
使用料及び手数料 1億 4,138 万円 △ 1.2
国庫支出金 21 億 4,230 万円 0.2
県支出金 16 億 3,453 万円 35.7
財産収入 9,218 万円 65.4
寄附金 1億 1,322 万円 334.5
繰入金 7億 3,686 万円 △ 9.1
繰越金 8億　609 万円 △ 3.2
諸収入 4億 2,755 万円 1.4
市債 20 億 1,770 万円 8.9
ゴルフ場利用税交付金など ２億 5,269 万円 7.0

【歳出】 前年度比％
議会費 1億 6,439 万円 4.7
総務費 30 億 7,404 万円 28.7
民生費 46 億 5,140 万円 2.1
衛生費 10 億 7,932 万円 △ 3.7
農林水産業費 10 億 3,835 万円 18.5
商工費 3億 5,459 万円 △ 2.4
土木費 18 億 7,819 万円 △ 24.0
消防費 9億 9,157 万円 18.8
教育費 36 億 8,298 万円 21.5
災害復旧費 334 万円 △ 96.9
公債費 16 億 7,519 万円 △ 8.2
※金額は、１万円未満を四捨五入しているため、
　円グラフ中央の合計額とは一致しません。
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第３回定例会のあらまし
　９月定例会は、９月６日から 26 日までの 21 日間の会期で開かれました。
　今定例会では、人事案件、補正予算、条例の一部改正に関する議案が 11 件、報告４件、
平成 27 年度決算認定９件が市長から、また、意見書案２件が議員から提出されました。
決算認定は引き続き継続審査となりました。そのほかの議案はいずれも原案のとおり
可決されました。
　一般質問には９名の議員が登壇し、市の方針等を質しました。

平
成
28
年

９
月
定
例
会

徹底審査！市のお金の使いみち

各
事
業
の
効
果
は
ど
う
だ
っ
た
の
か

　

適
正
・
効
率
的
に
使
わ
れ
た
か

一般会計の決算状況

前年度比4.9％増
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●
監
査
委
員
の
意
見（
一
部
抜
粋
）

　本
市
に
と
っ
て
、少
子
高
齢
化
、

人
口
減
少
化
社
会
は
将
来
的
に
大

き
な
影
響
を
及
ぼ
す
と
こ
ろ
で
あ

り
、
さ
ら
に
地
方
分
権
の
推
進
に

伴
う
、
自
主
性
・
自
立
性
を
高
め

た
市
政
運
営
が
従
来
以
上
に
求
め

ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
行
財
政

運
営
を
推
し
進
め
る
上
で
さ
ら
に

厳
し
い
状
況
が
想
定
さ
れ
る
。

　こ
れ
ら
の
状
況
に
対
し
、
常
に

先
駆
的
に
取
り
組
み
が
な
さ
れ
、

安
定
的
な
市
政
運
営
が
な
さ
れ
る

よ
う
希
望
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

行
方
市
監
査
委
員　

鈴
木　

宏

平
野
晋
一

　平成 27 年度一般会計・特別会計など９会計の決算を審
査するために、決算特別委員会が設置、付託されました。
　委員会は、３つの分科会（総務・教育厚生・経済建設）
に分け、審査を行いましたが、審議は継続となりました。
　審査結果については、次回開催の第４回定例会（12月）
で報告される予定です。
　次号「議会だより」で、採決の結果や委員会での審査
内容をお伝えいたします。

９会計は継続審査

一般・特別・企業会計別決算
歳　　入 歳　　出 差引残額

一般会計 192 億 8,129 万 5,979 円 185 億 9,336 万 1,243 円 6 億 8,793 万 4,736 円
国民健康保険特別会計 60 億 8,491 万 4,717 円 60 億 5,671 万 6,364 円 2,819 万 8,353 円

介護保険
保険事業勘定 35 億 1,163 万 1,893 円 33 億 2,162 万 4,267 円 1 億 9,000 万 7,626 円
介護ｻｰﾋ゙ ｽ事業勘定 1,113 万 1,577 円 871 万 552 円 242 万 1,025 円

後期高齢者医療特別会計 3億 275 万 1,297 円 3 億 111 万 4,197 円 163 万 7,100 円
農業集落排水事業特別会計 1億 3,521 万 203 円 1 億 2,728 万 4,794 円 792 万 5,409 円
特定環境保全公共下水道事業特別会計 4 億 7,962 万 9,643 円 4 億 5,895 万 1,743 円 2,067 万 7,900 円
流域関連公共下水道事業特別会計 3億 3,384 万 5,136 円 3 億 2,470 万 4,885 円 914 万 251 円
戸別浄化槽整備事業特別会計 1億 180 万 1,186 円 9,627 万 494 円 553 万 692 円

水道事業合計
収益的 9億 2,660 万 2,007 円 8 億 5,177 万 2,294 円 7,482 万 9,713 円
資本的 1億 9,417 万 5,680 円 5 億 2,945 万 5,440 円 △ 3億 3,527 万 9,760 円

プレミアム付商品券発行事業　　7,613 万円

防災対応型エリア放送整備事業　　１億 777 万円

北浦地区統合小学校施設整備事業　　17 億 1,799 万円

市民まつり事業　　1,658 万円

27 年度決算注目事業

決算額は、27 年度のみの金額であり全体事業費ではありません。複数年事業のものがあります。



・連結実質赤字比率　　--％　　　　（赤字はありません）
　　　行方市のすべての会計を合算して赤字の割合を指標化したもの

・実質公債費比率　　　　７．７％
　市の実質的な借金が財政規模に占める割合の
こと。数値が高いほど返済の負担が重いことを
示し、通常３年間の平均値を使用します。

年度 /
項目 比率 県内

平均
早期健全
化基準

H27 7.7 7.3
25.0H26 8.9 8.0

H25 9.9 9.0

年度 /
項目 比率 県内

平均
早期健全
化基準

H27 75.5 36.6
350.0H26 80.0 37.5

H25 80.8 42.9

・将来負担比率　　　　　７５．５％
　地方公共団体の借入金（地方債）など現在
抱えている負債の大きさを、その地方公共団
体の財政規模に対する割合で表したものです。

５年間の一般会計決算の推移
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・実質赤字比率　　　　--％　　　　（赤字はありません）
　　　標準財政規模における一般会計等の赤字の割合を指標化したもの

主要指標から見た　行方市の財政状況
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定により、平成 27 年度の行方市健全化判断比率の報告があり
ました

地方債の状況

　一般会計　 200 億 1,675 万円
　特別会計　　55 億 6,036 万円
　水道事業　　32 億 3,673 万円

基金の状況

　一般会計　　55 億 2,807 万円
　特別会計　　４億 5,066 万円
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市
長
が
提
出
し
た
議
案
等

諮
問
人
事

条

　
　例

滝た
き　

惠え

美み

こ子

　
　
（
玉
造
甲
１
９
２
５
番
地
５
）

任
期
：�

平
成
28
年
12
月
１
日
か
ら

平
成
32
年
11
月
30
日

　

平
成
28
年
11
月
30
日
で
、
鬼
澤

光
一
氏
が
任
期
満
了
と
な
る
こ
と

か
ら
、
新
た
に
任
命
す
る
こ
と
に

同
意
し
ま
し
た
。

■
行
方
市
立
学
校
設
置
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
条
例

　

北
浦
幼
稚
園
移
転
に
よ
り
所
在

地
の
変
更
を
行
う
も
の
。

・
行
方
市
山
田
１
２
８
１
番
地

　
　
　
　
　

↓

・
行
方
市
繁
昌
２
１
２
番
地

　

８
月
か
ら
改
修
工
事
を
実
施
し

11
月
末
に
、
最
終
的
な
引
っ
越
し

作
業
が
完
了
す
る
見
込
み
。

■
工
事
請
負
契
約
の
変
更
契
約
の

締
結 

（
仮
称
）
島
並
地
区
屋
外
ス

ポ
ー
ツ
施
設
整
備
工
事
（
建
築
工

事
）

【
変
更
後
】　

契
約
金
額

　
１
億
６
，
３
６
９
万
５
，
６
０
０
円

（
14
万
４
０
０
円
の
減
）

株�

式
会
社
ミ
ノ
ワ

（
代
表
取
締
役　

箕
輪
伊
勢
男
）

【
変
更
の
理
由
】

　

四
阿
（
あ
ず
ま
や
）
の
仕
様
の

変
更
を
す
る
も
の
。
当
初
の
計
画

よ
り
利
用
者
の
利
便
性
向
上
の
た

め
、ス
ペ
ー
ス
を
広
く
し
た
た
め
等
。

教
育
委
員
会
委
員
の
任
命

■
行
方
市
土
地
開
発
公
社
の
解
散

　

北
浦
複
合
団
地
を
整
備
す
る
た

め
、
平
成
６
年
（
当
時
の
北
浦

村
）
に
設
立
し
、
土
地
の
先
行
取

得
等
を
行
っ
て
き
た
が
、
造
成
工

事
が
終
了
し
た
こ
と
、
及
び
現
段

階
で
の
大
規
模
な
土
地
の
先
行
取

得
が
、
市
計
画
に
な
い
こ
と
か
ら

解
散
を
す
る
も
の
。

■
財
産
の
取
得

小
型
消
防
ポ
ン
プ
積
載
車　

４
台

　

・
北
浦
支
団
２

―

２
（
小
幡
）

　

・
北
浦
支
団
２

―

３
（
高
岡
）

　

・
北
浦
支
団
３

―

２
（
次
木
）

　

・
北
浦
支
団
４

―

１
（
三
和
）

契
約
金
額

　

３
，
２
６
１
万
６
，
０
０
０
円

契
約
先

　

�

有
限
会
社
カ
ミ
ス
総
合
防
災

（
代
表
取
締
役　

奥
水
元
治
）

　

緊
急
時
に
安
定
し
た
稼
働
を
確

保
す
る
た
め
、
20
年
経
過
し
た
車

両
を
更
新
す
る
も
の
。

■
平
成
27
年
度
行
方
市
水
道
事
業

会
計
未
処
分
利
益
剰
余
金
の
処
分

　

地
方
公
営
企
業
法
の
規
定
に

よ
り
、
未
処
分
利
益
剰
余
金
４
，

９
５
５
万
１
，
５
２
４
円
円
を
企

業
債
の
償
還
に
あ
て
る
た
め
の
財

源
と
す
る
た
め
積
み
立
て
る
も
の
。

報

　
　告

■
平
成
27
年
度
行
方
市
一
般
会
計

継
続
費
精
算
報
告
書
ほ
か
２
件
の

報
告
が
あ
り
ま
し
た
。

※
４
ペ
ー
ジ
に
、
行
方
市
の
財
政

指
標
の
数
値
を
掲
載
し
ま
し
た
。

専
決
処
分

　

行
方
市
役
所
北
浦
庁
舎
に
お
い

て
草
刈
り
作
業
中
の
石
跳
ね
に
よ

り
、
駐
車
中
の
車
両
へ
の
損
害
賠

償
の
額
を
10
万
２
，
７
６
２
円
と

定
め
和
解
し
た
と
の
報
告
が
あ
り

ま
し
た
。

健
全
化
判
断
比
率
、

資
金
不
足
比
率
の
報
告

第３回定例会の経過
９月６日（火）

　【�本会議】　開会、会期の決定、諸般の
報告、請願の上程、委員会付託、議案
の上程、説明、質疑、採決

　　７日（水）
　【本会議】　議案の説明、質疑、採決

　　８日（木）

　【本会議】　一般質問�（３議員）

　　９日（金）

　【本会議】　一般質問�（３議員）

　 12日（月）

　【本会議】　一般質問�（３議員）
　【委員会】　総務委員会

　 13日（火）

　【委員会】　教育厚生委員会

　 14日（水）

　【委員会】　�行方市議会活性化特別委員会
　 　 　 　百里基地対策特別委員会

　 16日（金）

　【�本会議】　議案の説明、監査報告、統括質疑
　【委員会】　決算特別委員会

　 20日（火）

　【委員会】　決算特別委員会
　　　　　　（第１分科会、第３分科会）

　 21日（水）

　【委員会】　決算特別委員会
　　　　　　（第２分科会、第３分科会）

　 26日（月）

　【�本会議】　委員長報告、動議の提出、
説明、質疑、採決、議員の派遣、閉会

議

　
　案
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平成 28 年第３回行方市議会定例会　議決結果一覧

今定例会で補正された予算（平成 28 年度）

《市長提出議案》
議案番号 件　　　　　名 結果
報告第 10 号 平成 27 年度行方市一般会計継続費精算報告書について －
報告第 11 号 平成 27 年度行方市健全化判断比率の報告について －
報告第 12 号 平成 27 年度行方市資金不足比率の報告について －
報告第 13 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定め、和解することについて） －
議案第 54 号 教育委員会委員の任命について 原案同意（全会一致）
議案第 55 号 行方市立学校設置条例の一部を改正する条例について 原案可決（全会一致）

議案第 56 号 工事請負契約の変更契約の締結について
（仮称）島並地区屋外スポーツ施設整備工事（建築工事） 原案可決（全会一致）

議案第 57 号 財産の取得について 原案可決（全会一致）
議案第 58 号 行方市土地開発公社の解散について 原案可決（全会一致）
議案第 59 号 平成 27 年度行方市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 原案可決（全会一致）
議案第 60 号 平成 28 年度行方市一般会計補正予算（第４号）について 原案可決（全会一致）
議案第 61 号 平成 28 年度行方市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について 原案可決（全会一致）
議案第 62 号 平成 28 年度行方市介護保険特別会計補正予算（第１号）について 原案可決（全会一致）

議案第 63 号 平成 28 年度行方市特定環境保全公共下水道事業特別会計補正予算（第１
号）について 原案可決（全会一致）

議案第 64 号 平成 28 年度行方市流域関連公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）
について 原案可決（全会一致）

《議員提出議案》
発議第３号 教育予算の拡充を求める意見書 原案可決（全会一致）
発議第４号 地方財政の充実・強化を求める意見書 原案可決（全会一致）

会計別 補正額 主な内容 総額

一般会計
（第４号）

２億
5,599 万円
増額

・財政調整基金積立金 /１億 6,295 万 3,000 円

168 億
5,386 万 3,000 円

・光ファイバ網敷設工事 /7,428 万 3,000 円
・未熟児養育医療対策給付費 /161 万 6,000 円
・保育対策総合支援事業費補助金 /410 万円
・監視カメラ購入 /30 万 6,000 円
・�いばらきの園芸産地改革支援事業補助金 /305 万
8,000 円
・防災減災対策事業（消耗品費）255 万 9,000 円

国民健康保険特
別会計（第１号）

75 万 6,000 円
増額 ・国民健康保険システム改修委託料 /75 万 6000 円 60 億

6,875 万 6,000 円
介護保険特別会
計（第１号）

200 万円
増額 ・生活管理指導短期宿泊事業委託料 /200 万円 33 億

8,700 万円
特定環境保全公
共下水道事業特
別会計（第１号）

180 万 4,000 円
増額

・下水道事業経営戦略策定業務委託料 /680 万 4,000 円
・管渠実施設計委託料 /△ 500 万円

４億
380 万 4,000 円

流域関連公共下
水道事業特別会
計（第１号）

821 万 9,000 円
増額

・全体計画及び事業計画変更業務委託料 /500 万円
・前川雨水対策調査業務委託料 /321 万 9,000 円

３億
2,621 万 9,000 円
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意
見
書

　

意
見
書
と
は
、
地
方
自
治
法
第

99
条
に
基
づ
き
、
地
方
公
共
団
体

の
公
益
に
関
す
る
こ
と
に
関
し

て
、
議
会
の
意
思
を
意
見
と
し
て

ま
と
め
た
文
書
で
す
。

発
議
第
３
号

　

教
育
厚
生
委
員
会
が
提
案
し
た

「
教
育
予
算
の
拡
充
を
求
め
る
意

見
書
」
が
可
決
さ
れ
、
国
の
機
関

に
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

　

日
本
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
に
比

べ
て
、
１
学
級
当
た
り
の
児
童
生

徒
数
や
教
員
１
人
当
た
り
の
児
童

生
徒
数
が
多
く
な
っ
て
お
り
、
教

職
員
の
多
忙
化
が
大
き
な
社
会
問

題
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
い

じ
め
・
不
登
校
な
ど
の
課
題
な

ど
、
学
校
を
と
り
ま
く
状
況
は
複

雑
化
、
困
難
化
し
て
お
り
、
学
校

に
求
め
ら
れ
る
役
割
は
拡
大
し
て

い
る
。
学
習
指
導
要
領
に
よ
り
授

業
時
数
や
指
導
内
容
が
増
加
し
て

い
る
中
、
子
ど
も
た
ち
の
ゆ
た
か

な
学
び
を
保
障
し
て
い
く
た
め
に

は
、
少
人
数
教
育
の
推
進
を
含
む

計
画
的
な
教
職
員
定
数
改
善
が
必

要
不
可
欠
で
あ
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
第
７
次
教
職

員
定
数
改
善
計
画
の
完
成
後
10
年

も
の
間
、
国
に
よ
る
改
善
計
画
の

な
い
状
況
が
続
い
て
い
る
。
自
治

体
が
見
通
し
を
持
っ
て
安
定
的
に

教
職
員
を
配
置
す
る
た
め
に
は
、

国
段
階
で
の
国
庫
負
担
に
裏
付
け

さ
れ
た
定
数
改
善
計
画
の
策
定
が

必
要
で
あ
る
。
い
く
つ
か
の
自
治

体
に
お
い
て
は
、
厳
し
い
財
政
状

況
の
中
、
独
自
財
源
に
よ
る
定
数

措
置
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
国
の

施
策
と
し
て
定
数
改
善
に
む
け
た

財
源
保
障
を
し
、
子
ど
も
た
ち
が

全
国
ど
こ
に
住
ん
で
い
て
も
、
一

定
水
準
の
教
育
を
受
け
ら
れ
る
こ

と
が
憲
法
上
の
要
請
で
あ
る
。

　

ま
た
、
東
日
本
大
震
災
等
の
災

害
か
ら
の
教
育
振
興
の
た
め
に

は
、
政
府
と
し
て
の
人
的
・
物
的

な
援
助
や
財
政
的
な
支
援
が
必
要

で
あ
り
、
継
続
的
な
予
算
措
置
を

し
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

　

し
た
が
っ
て
、
教
育
予
算
を
国

全
体
と
し
て
、し
っ
か
り
と
確
保
・

充
実
さ
せ
る
た
め
、
次
の
事
項
を

実
現
さ
れ
る
よ
う
、
強
く
要
望
す

る
。

１�

．
子
ど
も
た
ち
の
教
育
環
境
改

善
の
た
め
に
、
計
画
的
な
教
職

員
定
数
改
善
を
推
進
す
る
こ

と
。

２�

．
教
育
の
機
会
均
等
と
水
準
の

維
持
向
上
を
は
か
る
た
め
、
義

務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
を
堅

持
す
る
こ
と
。

３�

．
震
災
か
ら
の
教
育
復
興
の
た

め
の
予
算
措
置
を
継
続
し
て
行

う
こ
と
。

（
提�

出
先
）
内
閣
総
理
大
臣
、
内

閣
官
房
長
官
、
文
部
科
学
大

臣
、
財
務
大
臣
、
総
務
大
臣

発
議
第
４
号

　

総
務
委
員
会
が
提
案
し
た

「
地
方
財
政
の
充
実
・
強
化
を
求

め
る
意
見
書
」
が
可
決
さ
れ
、
国

の
機
関
に
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

　

地
方
自
治
体
は
、子
育
て
支
援
、

医
療
、
介
護
な
ど
の
社
会
保
障
、

被
災
地
の
復
興
、
環
境
対
策
、
地

域
交
通
の
維
持
な
ど
、
果
た
す
役

割
が
拡
大
す
る
中
で
、
人
口
減
少

対
策
を
含
む
地
方
版
総
合
戦
略
の

策
定
な
ど
、
新
た
な
政
策
課
題
に

直
面
し
て
い
ま
す
。
一
方
、
地
方

公
務
員
を
は
じ
め
、
人
材
が
減
少

す
る
中
で
、
新
た
な
ニ
ー
ズ
の
対

応
が
困
難
と
な
っ
て
お
り
、
公
共

サ
ー
ビ
ス
を
担
う
人
材
確
保
を
進

め
る
と
と
も
に
、
こ
れ
に
見
合
う

地
方
財
政
の
確
立
を
め
ざ
す
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
状
況
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
経
済
財
政
諮
問
会
議
に
お
い

て
は
、
２
０
２
０
年
の
プ
ラ
イ
マ

リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
黒
字
化
を
は
か

る
た
め
、
社
会
保
障
と
地
方
財
政

を
軸
に
歳
出
削
減
に
む
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

本
来
、
必
要
な
公
共
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
す
る
た
め
、
財
源
面
で
サ

ポ
ー
ト
す
る
の
が
財
政
の
役
割
で

す
。
し
か
し
、
財
政
再
建
目
標
を

達
成
す
る
た
め
だ
け
に
、
不
可
欠

な
サ
ー
ビ
ス
が
削
減
さ
れ
れ
ば
、

本
末
転
倒
で
あ
り
、
国
民
生
活
と

地
域
経
済
に
疲
弊
を
も
た
ら
す
こ

と
は
明
ら
か
で
す
。

　

こ
の
た
め
、
２
０
１
７
年
度
の

政
府
予
算
、
地
方
財
政
の
検
討
に

あ
た
っ
て
は
、
歳
入
・
歳
出
を
的

確
に
見
積
も
り
、
人
的
サ
ー
ビ
ス

と
し
て
の
社
会
保
障
予
算
の
充

実
、
地
方
財
政
の
確
立
を
め
ざ
す

こ
と
が
必
要
で
す
。
こ
の
た
め
、

政
府
に
以
下
の
事
項
の
実
現
を
求

め
ま
す
。

１�

．
社
会
保
障
、
被
災
地
復
興
、

環
境
対
策
、
地
域
交
通
対
策
、

人
口
減
対
策
な
ど
、
増
大
す
る

地
方
自
治
体
の
財
政
需
要
を
的

確
に
把
握
し
、
こ
れ
に
見
合
う

地
方
一
般
財
源
総
額
の
確
保
を

は
か
る
こ
と
。

２�

．
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制

度
、
地
域
医
療
構
想
の
策
定
、

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
、
生

活
困
窮
者
自
立
支
援
、
介
護
保

険
制
度
や
国
民
健
康
保
険
制
度

の
見
直
し
な
ど
、
急
増
す
る
社

会
保
障
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
と
人

材
を
確
保
す
る
た
め
の
社
会
保

障
予
算
の
確
保
お
よ
び
地
方
財

政
措
置
を
的
確
に
行
う
こ
と
。

３�

．
法
人
実
効
税
率
の
見
直
し
、

自
動
車
取
得
税
の
廃
止
な
ど
各

種
税
制
の
廃
止
、
減
税
を
検
討

す
る
際
に
は
、
自
治
体
財
政
に

与
え
る
影
響
を
十
分
検
証
し
た

上
で
、
代
替
財
源
の
確
保
を
は

じ
め
、
財
政
運
営
に
支
障
が
生

じ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
対
応
を

は
か
る
こ
と
。
ま
た
、
償
却
資

産
に
か
か
る
固
定
資
産
税
や
ゴ

ル
フ
場
利
用
税
に
つ
い
て
は
、

市
町
村
の
財
政
運
営
に
不
可
欠
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な
税
で
あ
る
た
め
、
現
行
制
度

を
堅
持
す
る
こ
と
。

４�

．
地
方
財
政
計
画
に
計
上
さ
れ

て
い
る
「
歳
出
特
別
枠
」
お
よ

び
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創

生
事
業
費
」
に
つ
い
て
は
、
自

治
体
の
財
政
運
営
に
不
可
欠
な

財
源
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
現
行
水
準
を
確
保
す
る
こ

と
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
財
源
措

置
に
つ
い
て
、
臨
時
・
一
時
的

な
財
源
か
ら
恒
久
的
財
源
へ
と

転
換
を
は
か
る
た
め
、
社
会
保

障
、
環
境
対
策
、
地
域
交
通
対

策
な
ど
、
経
常
的
に
必
要
な
経

費
に
振
り
替
え
る
こ
と
。

５�

．
地
方
交
付
税
の
財
源
保
障
機

能
・
財
政
調
整
機
能
の
強
化
を

は
か
り
、
市
町
村
合
併
の
算
定

特
例
の
終
了
を
踏
ま
え
た
新
た

な
財
政
需
要
の
把
握
、
小
規
模

自
治
体
に
配
慮
し
た
段
階
補
正

の
強
化
な
ど
の
対
策
を
講
じ
る

こ
と
。

（
提�

出
先
）　

内
閣
総
理
大
臣
、
総

務
大
臣
、
財
務
大
臣

委
員
会

　

第
３
回
定
例
会
で
付
託
さ
れ
た

請
願
に
つ
い
て
審
査
し
ま
し
た
。

（
９
月
13
日
）

　

請
願
第
１
号　

教
育
予
算
の
拡

充
を
求
め
る
請
願

（
９
月
12
日
）

　

請
願
第
２
号　

地
方
財
政
の
充

実·

強
化
を
求
め
る
意
見
書
に
つ

い
て
の
請
願

特
別
委
員
会

　

特
別
委
員
会
の
開
催
状
況
、
審

議
内
容
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
い
た

し
ま
す
。

（
８
月
19
日
）

　

�

・
地
方
創
生
の
現
況
と
進
捗
状

況
に
つ
い
て

（
９
月
14
日
）

　

�

・
エ
リ
ア
放
送
導
入
に
よ
る
議

会
中
継
に
つ
い
て（

９
月
14
日
）

　

�

・
行
方
市
百
里
基
地
周
辺
整
備

協
議
会
の
要
望
に
つ
い
て

教
育
厚
生
委
員
会

総
務
委
員
会

地
方
創
生
推
進
特
別
委
員
会

行
方
市
議
会
活
性
化
特
別
委
員
会

百
里
基
地
対
策
特
別
委
員
会

　請願・陳情とは、市民が市政についての要望や
意見を直接「議会」に提出する方法です。

※�請願書（陳情書）はその要旨、理由を簡単に分
かりやすく書いてください。
※�提出年月日、提出者の住所、氏名を書いて押印
してください。
※�請願書は、１人以上の紹介議員が必要で、表紙
に自筆による署名及び押印が必要です。
※�紹介議員がつかないときは、陳情書としてくだ
さい。
※�道路等は簡単な地図、略図、図面等を付けてく
ださい。

○○○に関する請願
（陳情）書

紹介議員　　　
　署名　　　印

（表紙例）

○○○に関する請願
（陳情）

1. 要旨
2. 理由

平成　年　月　日
請願（陳情）者の住所
氏名　　　　　　　印

行方市議会議長　殿

（内容例）

■�教育予算の拡充を求める意見書
についての請願

【請願者】
茨城県教職員組合　吉田�豊

【審査の結果】　採択

〔紹介議員〕　 小野瀬�忠利
〔付託委員会〕教育厚生委員会

■�地方財政の充実・強化を求める
意見書についての請願

【請願者】
全日本自治団体労働組合
　茨城県本部　執行委員長　黒江�正臣
自治労行方市職員組合
　執行委員長　細田�忠勝

【審査の結果】　採択

〔紹介議員〕　 河野�俊雄
〔付託委員会〕総務委員会

請願審査の結果を報告いたします

どうなった　請願・陳情～議会へ請願・陳情される方へ～


